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オーストラリア地位協定の研究

~特に環境条項と軍事情報通信施設について－

永野秀雄

ロサクゾン諸国家の地位協定を検討することで、

米国と「対等な関係」にあるという法的状態は

如何なるものかを明らかにすることができる。

英国、カナダ、オーストラリアというこれらの

諸国家のうち｡、わが国と同様にアジア・太平洋

地域に存在するオーストラリアの事例は、特に

参考になると考える。また、オーストラリアも、

国内に存在する米国の軍事通信基地に関する地

位協定について、その対等化・平等化に向けて

の外交努力を穂み重ね、その改正を実現してい

るが、この事実は、米国の国際的軍事戦略の要

となる基地について、対等・平等な管轄を及ぼ

すことが如何に困難かを示した事例として注目

される。

なお、本稿は、オーストラリアの地位協定に

関して法的に分析した英語文献が存在しないた

め、各協定、公開されている関連合意、および

議会文書を中心とした文献調査と5)、オーストラ

リアでの現地ヒアリングをもとに作成されてい

る。

筆者は日米比較法学を専門とする学者であり、

わが国の地位協定に関する防衛政策や外交政策

が如何にあるべきかについて、専門的見識や特

定の意見をもつものではない。これらの問題は、

それぞれの領域における専門家や実務家の努力

と、国民的議論により決せられるものであろう。

本稿が、その議論の－材料として参照されれば

幸いである。以下では、オーストラリアの安全

保障条約の枠組みを検証し、同国における「地

位協定問題」が存在しないことを確認した後、

個別の地位協定の検討を行うことにする。

Ｉはじめに

本稿は、これまでほとんど取り上げられてこ

なかったオーストラリアにおける外国軍に関す

る地位協定を分析するものである。この中で、

特に外国軍隊による軍事演習に対する環境条項

と、軍事情報施設に関する管轄権のあり方に焦

点を当て、今後の日米地位協定の改善に資する

ことを目的としている'１。

このような研究には、少なくとも３つの意義

があると思われる。まず第１に、オーストラリ

アの外交防衛政策を検討した優れた論考は数多

く存在し2)、戦後の多国間防衛取極に基づく防衛

政策のあり方が明らかにされつつあるが、それ

が法的レベルでどのように具体化されているか

について論じたものはない。本稿は、これらの

国際合意のうち、初めて地位協定を論ずる点で

意義があると思われる。

第２に、本稿は、オーストラリアとシンガポ

ールとの地位協定に基づく付属合意において、

シンガポール空軍がオーストラリアで軍事演習

を行なう場合に適用される環境保全条項に焦点

をあてている。このような環境保全合意の規定

の仕方は、米軍の軍事演習による環境被害が多

発しているわが国において、今後の参考になる

ものと思われる。

そして第３に、オーストラリアと米国との地

位協定を検討することで、現行の日米地位協定

を改正する場合のひとつのモデルを提示するこ

とができる3)。冷戦後に唯一の軍事超大国となっ

た米国という国家を、具体的な交渉の相手方当

事国として考えた場合、条約論等から抽象的な

対等`性を導出するよりも、対等な同盟関係にあ

り、かつ、多くの国家的共通利益をもつアング
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ンドネシア政府は、これに対して、同協定の一

方的な破棄を通告したものの、オーストラリア・

インドネシア間の軍事協力の継続は確認されて

いる。オーストラリア政府は、同協定に破棄条

項がないことから、インドネシア政府は協定破

棄の意思表示をしておらず、同協定は法的に継

続しているとの立場をとっている。

Ⅱ安全保障条約の枠組

現在、オーストラリアが締結している安全保

障条約で機能しているものは、1952年のアンザ

ス条約6)だけである。同条約は、第二次世界大

戦の戦後処理の中で、オーストラリアとニュー

ジーランドが米国に対して、「旧来の脅威である

日本」を対象に、自国と周辺地域の安全保障を

確保する目的で、米国による安全保障を取り付

けた３国間同盟である。しかし、1985年に、ニ

ュージーランドが米海軍の核兵器搭載可能な駆

逐艦の寄港を拒否したことから、米国は翌86年、

ニュージーランドに対する安全保障義務の停止

を表明した。このため、アンザス条約は、実質

的には米豪の２カ国間同盟条約となっている。

同条約にもとづく近年の働きとしては、米国へ

の９．１１テロが発生した直後の2001年９月14日

に、オーストラリア政府は、同条約で集団的自

衛権を定めた第４項に基づき、米国が報復攻撃

に出た場合、オーストラリア軍を参加させる用

意があると言明している。

これに対して、1954年にマニラで調印された

東南アジア条約機構7)は、オーストラリアにと

ってアンザス条約を補完する地域的集団安全保

障機構であったが、冷戦の終結とともに反共軍

事同盟としての意味を失い、破棄こそされてい

ないものの、実質的意味を失っている。

次に、協定レベルでは、1971年に英国軍がス

エズ以東から撤退した際に、英連邦５カ国、す

なわち英国、オーストラリア、ニュージーラン

ド、シンガポール、及びマレーシアにより、マ

レイ半島の防衛を目的として締結された５カ国

防衛取極8)が重大な役割を担っている。アンザ

ス条約と本取極が、オーストラリアの安全保障

の基本的枠組みを形成しており、後述する地位

協定のあり方にもそのまま反映されている。

なお、オーストラリアは、インドネシアと1995

年12月に安全保障上の協議を中心とした緩やか

な安全保障協定，)を締結している。しかし、米

国が東チモール問題により、インドネシアとの

軍事交流を全面的に停止すると、オーストラリ

アも予定されていたインドネシア軍との合同演

習を一方的に中止するという事態に至った。イ

Ⅲオーストラリアにおける地位協定法制の概観

Ａ法的「地位協定問題」の不在

オーストラリアは、多数の国家と地位協定を

締結しているが、現在では、わが国のような法

的意味での「地位協定問題」は存在していない。

これが、オーストラリアにおける地位協定に関

する最大の特色である。この点が、必ずしも関

連する文献から明らかにならなかったため、現

地におけるヒアリング調査において確認した。

まず、日米地位協定に伴う法的課題に類する

問題や、オーストラリア独自の地位協定問題が

存在するか否かについて、法学者に対して行っ

たヒアリングの結果を記す。国際公法の分野に

ついては、2001年11月22日にオーストラリア国

立大学の国際法担当のAndrewByrnes教授、

Jean-Pie汀eLFonteyne教授にオーストラリアの

地位協定について質問したが、全く国際法上の

問題となっていないとの回答であった。また、

同大法学部長でありオーストラリア窓法学の権

威であるMichaelCoper教授にもこの問題を尋

ねたが、憲法問題とはなっていないとのことで

あった。さらに、１１月26日、軍事法の専門家で

あるシドニーエ科大学法学部長のDavidBarker

教授にこの問題を聞いたが、議会で数度取り上

げられたレベルで、政治問題にはなっておらず、

軍事法の観点からも大きな問題とはなっていな

いとの見解であった。

次に、この問題を直接担当しているオースト

ラリア国防省防衛法務部に対して、2001年11月

23日に行ったヒアリングについて、簡単にその

回答を記す。まず、現行の地位協定は、マレー

シア、ニュージーランド（未発効)、パプア・ニ

ュー・ギニア、シンガポール、および米国との
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間で存在し、これらの改正や補足する合意も存

在している。英国との間では、歴史的な関係の

みで機能しており、具体的な地位協定という法

形式による合意は存在していない。また、ニュ

ージーランドとの地位協定は未発行のままであ

るが、以前から必要があるたびに個別のアレン

ジメントで解決してきたので、今後も特に問題

はないと考えられている。地位協定を運営する

機関は存在するが、このような機関による決定

について、公開された報告書は存在しない。判

例も、これらの地位協定が成立する前の第二次

大戦終了以前には、地位協定と同様の法的問題

を論じたものがあるが、それ以外には存在しな

い。さらに、米国が域外軍事施設に対して適用

している環境管理基準について質問したが、そ

もそも米国国防総省が域外環境基準として用い

ている最終管理基準という用語を聞いたことも

ないとのことであった。

これはなぜか。その答えは、オーストラリア

内で外国軍に使用されている基地は、すべてオ

ーストラリア軍の基地であり、オーストラリア

法が適用されているためである。すなわち、オ

ーストラリア政府は、協定上例外的に規定され

たビル等の限定的な施設を除けば、外国軍隊が

国内で使用する基地に対して、すべて管理権（－

部は共同管理権）を持っているのである。これ

ゆえ、日米地位協定第３条のような米軍による

排他的使用権の問題が起こらない。また、軍人

に対する刑事裁判管轄権についても、原則とし

て、相互の軍事刑事法の適用を尊重しているの

で、大きな法的問題にはならない。さらに、オ

ーストラリア法の遵守義務についても、そもそ

も地位協定の全当事国が英国法を基盤として発

展した法制度をもっているので、派遣国軍側も

オーストラリア法を熟知しており、事前協議も

おこなっているので、まず問題とはならないの

である。これらの`情報は、オーストラリア国防

省防衛法務部でのヒアリングによる大きな成果

であった。

このように、基本的には、オーストラリアに

おいて法的な意味での地位協定問題は存在して

いない。しかし、このことは、地位協定に関す

る事実上の問題が全く存在しないことを意味す

るものではない。たとえば、外国軍の飛行演習

に起因する騒音問題は、1993年と1994年の２度

にわたり、下院で質疑されている。また、１９９１

年４月18日の下院質疑で取り上げられたとおり、

米兵による16歳の少女に対する強姦事件が起き

ている。

しかし、これらの事実問題に対処するための

法的枠組は、十分に機能しているというのがオ

ーストラリア政府の基本的な立場である。たと

えば、1996年９月12日の下院質疑において、米

軍のタンデム・トラスト演習前後の休暇寄港に

かかわる地位協定についての質問に対して、国

防大臣は、米国との地位協定は十分かつ適切な

ものであって、改正する考えはないと答弁して

いる。

Ｂ地位協定と国防（駐留軍関係）法

オーストラリアでは､現在､①５カ国防衛取極

の枠組みに基づくマレーシア、シンガポールと

の地位協定、②かっての信託統治領であったパ

プア・ニュー・ギニアとの相互地位協定、③ア

ンザス同盟の枠組みに基づく米国との地位協定

と④ニュージーランドとの地位協定（未発効）

が存在している。1999年２月１５日の連邦議会に

おける両院条約合同委員会で述べられていると

おり、個々の地位協定は、締結当時の状況によ

り差異があるものの、その基本的枠組みはすべ

て共通しており、例外はない。むしろ、地位協

定を補足する個別合意にこそ、その特徴が見ら

れる。

なお、これらの地位協定に対応する国内法と

して、国防（駐留軍関係）法IC)が存在する。同

法は、第１編「序章｣、第２編「外国軍｣、第３

編「脱走兵・無断離脱兵｣、第４編「軍人の他軍

への配属と命令に関する権限｣、第５編「雑則」

から櫛成されている。

以下では、オーストラリアが締結している地

位協定数が多いことから、基本的な地位協定の

形を示しているマレーシア地位協定を概観し、

その他の地位協定については、公開されている

関連合意もあわせて、その特徴についてのみ言

及する。なお、本稿においては、交換公文によ
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る合意のように、法形式的に地位協定より下位

のものであっても、その実質的内容が地位協定

と同様のものである場合には、「地位協定」と訳

出した。

オーストラリアが当事国となっている他の地位

協定に含まれている条項と非常に類似したもの

となっている。以下、その内容の要点のみを列

挙する。

Ⅳマレーシア １付属文書エ「権利と施設」

第１節「訓練上訓練あるいは演習のために、

事前に決定された地上、海域、空域および施設

を用いるための授権規定。

第２節「軍、艦船、航空機および自動車の移

動」：①規定ルートにおける出入の自由、②寄港、

③個人の移動の自由、④爆発物規制、⑤軍、艦

船、自動車、あるいは航空機の移動について受

入国軍隊に課せられるのと同様の関税・使用料

の賦課。

第３節「通信システム」：公共施設とサービス

の運営に対して支障をきたさない方法による通

信のための施設を運営する権限等。

第４節「郵便小郵便局を運営する権限。ただ

し、税、健康問題、危険物、航空安全、および

検疫などの受入国の郵便規則に反しない郵便物

に限る。

第５節「地元物品の購入」：地元の物品が、適

切な価格と品質で購入できる場合には、積極的

にその購入を奨励するとの規定。

第６節「地元市民の雇用」：①受入国政府の表

明した希望に基づいて、派遣国政府とその請負

業者は、現地の労働力が利用可能で、適切な能

力をもつ場合には、現地の労働法（産業別組合

賃金等を含む）を遵守して、種極的に地元市民

を雇用すること、②地元の民間人が、派遣国軍

や軍属により雇用された場合、これらの被用者

は、派遣国の構成員、軍属、あるいは扶養家族

とはみなされないこと。

第７節「公共サービスと施設の利用」：同様の

状況にある他の利用者が利用できる条件よりも

不利にならないように、公共のサービスと施設

とを利用できる権限。

第８節「輸出入」：①関税、税金、その他の規

則に関する受入国法令の適用、②公印のある公

式文書に対する関税検査からの免除、③派遣国

軍に排他的かつ公的に利用される物品、自動車、

Ａ概説

５カ国防衛取極に伴うオーストラリア・マレ

ーシアの交換公文の中には、マレーシアにおけ

るオーストラリア軍に関する実質的に地位協定

と同等の規定が存在し、現在も有効に機能して

いる（以下、「マレーシア地位協定」という)。

近年では、この協定の枠組みを越えて、人的

交流を中心とした相互防衛活動が行われている。

1997年に署名され1999年に発効したオーストラ

リア・マレーシア間の地位協定に関する合意､）

では、このような（ｉ）オーストラリア軍のマレ

ーシアにおける５カ国防衛取極に規定された以

外の防衛関連の活動と、（ii）マレーシア軍のオ

ーストラリアにおける活動とが規定されている。

Ｂ地位協定の構成

マレーシア地位協定の本文は、第１条「定義｣、

第２条「付属文書ＩとⅡの適用｣、第３条「付属

文書が本協定の一部を構成すること｣、第４条

｢紛争の解決｣、第５条「改正｣、第６条「協定破

棄後も、補値等に関する条項は有効であること｣、

第7条「発効条件」と、基本的な国際合意の枠組

みを定めているだけである。特徴があるとすれ

ば、実体的な規定を付属文書Ｉと付属文瞥Ⅱと

いう形式で定めていることにあろう。

この付属文書に実体規定を置くという形式は、

５カ国防衛取極に伴うオーストラリアとマレー

シア間の交換公文のみならず、オーストラリア

とシンガポール間の交換公文においても、同一

の形式がとられている。

Ｃマレーシア地位協定の内容

マレーシア地位協定に含まれている諸条項は、
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等についての輸出入関税の免除、④到着時にお

ける個人の家具・日用品（タバコや酒を除く）.

１台の自動車に対する免税、⑤免税対象品以外

の物品に対する輸入手続、⑥派遣国が軍のため

に用いる燃料、石油、潤滑油に関する輸出入規

則。

第９節「自動車」：①公用車両の登録、表記、

②民間所有車の登録。

第10節「運転免許と法｣：①公用車両を公務の

ために利用する場合の派遣国免許の承認、②そ

の他の自動車運転に関する受入国法の適用。

第１１節「個人に対する課税上２カ国間合意に

基づく、①二重課税の回避と、②所得税逃れの

防止。

第12節「特権の濫用」：派遣国による特権の濫

用等の防止義務。

第13節「土地・建物の占有上派遣国が占有し

ている土地・建物に関して、合意した対価を支

払う義務。

第14節「請求｣：①政府間では、公務に伴う損

害の請求は放棄、②公的義務の実施に起因した

その他の損害は、交渉により解決すること、③

派遣国軍およびその軍属による第三者損害は、

受入国により受入国法に基づいて、受入国軍に

より起きた損害に対する請求と同じように扱わ

れること、④損害に対する責任が派遣国のみに

ある場合には、その請求に対する費用は、受入

国が25％、派遣国が75％の割合で負担すること、

⑤損害に対する責任が両当事国にある場合、ま

たは、両国の責任の寄与率を決定できない場合

には、平等に損害賠償を負担すること、⑥第三

者自動車損害賠償保険に関する請求、および、

契約上の請求には、本手続は適用されないこと、

⑦派遣国あるいはその軍属により利用されてい

る地域の中における私的動産に対する強制執行

手続の実施に関する協力義務、③公正な聴聞手

続と請求に伴う処分に関する証拠の獲得につい

ての協力、⑨民事請求に対する免責は、派遣国

軍の構成員、その軍属、あるいは扶養家族には

適用されないこと。

２付属文脅Ⅱ「軍の地位」

第１節「刑事管轄権上長文のため省略（日米

地位協定第17条と、その基本的枠組みは、ほぼ

同じ)。

第２節「治安」：軍の治安維持のため、受入国

法令の遵守を条件に、軍事警察をもつことが認

められる。

第３節「公的義務」：受入国法に基づく公的義

務からの免除。

第４節「武器の携帯上武器携帯に関する権利

規定。

第５節「為替管理」：派遺軍・軍属・扶養家族

により受入国領域においてなされた行為に対し

ては、両当事国の外国為替管理規則が競合適用

される。

第６節「出入国」：①軍の構成員、軍属、扶養

家族に対するパスポートなどの免除規定、②受

入国から、派遣国の軍人・軍属・扶養家族に対

して国外退去要請があった場合、派遣国の実施

責任とその費用を負担する義務。

第７節「現地法の尊重上①現地法を尊重する

義務、②本協定の精神に一致しない行動を慎む

義務。

３マレーシア地位協定の特徴

マレーシア地位協定は、オーストラリアが締

結している地位協定の標準形とも言えるもので

ある。その内容には、地元市民を派遣国側が雇

用する場合の現地労働法の適用・遵守と、受入

国による国外退去要請権とその手続を除けば、

地位協定としての際立った特徴はないと言える。

Ｖシンガポール

Ａ概説

シンガポールも、マレーシアの場合と同様、５

カ国防衛取極に伴う交換公文において、シンガ

ポールにおけるオーストラリア軍について、実

質的に地位協定と同様の規定が存在し、現在も

有効に機能している。
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オーストラリアにおけるシンガポール軍の地

位に関しては、これまで､以下の６つの合意が締

結されてきた。①1988年のオーストラリア・シ

ンガポール地位協定（以下、「シンガポール地位

協定｣沖)、②1993年の防衛科学技術協力合意（以

下、「シンガポール防衛科学技術協力合意｣)]3)、

③1995年のオーストラリアにおけるシャルウォ

ーター湾軍事演習地域と付属保管施設に関する

利用合意Ｍ１、④1997年の両国国防省間で通信さ

れる機密情報の相互保護合意（以下、「シンガポ

ール機密情報保護合意｣)]５１、⑤1997年の陸軍オ

ーキイ航空センターにおけるシンガポール空軍

ヘリコプター飛行中隊の設置に関する合意'`)、お

よび、⑥2000年のオーストラリアにおけるシャ

ルウォーター湾軍事演習地域と付属保管施設に

関する利用合意'７１。

このように、オーストラリアとシンガポール

との間では、基本となる地位協定に加え、情報・

科学技術に関する合意と、軍事演習に関する合

意とが複数締結されている。これは、オースト

ラリアとシンガポールとの軍事的結びつきの強

さを示すものと言えよう。また、国土の狭いシ

ンガポールにとって、他国において軍事演習を

遂行しうる軍事演習合意の必要性は高いが、こ

の合意の中には、前述した環境条項が存在して

いる。以下、これらの諸合意の特徴について言

及する。

演習が想定されていたことを示している。

Ｃ防衛科学技術協力合意・機密情報通信保

護合意

シンガポール防衛科学技術協力合意とシンガ

ポール機密情報保護合意の形式的特徴は、次に

述べる軍事演習合意がオーストラリアにおける

シンガポール軍の地位に関する改正であるのに

対して、５カ国防衛取極に伴う交換公文に対し

ても影響をもたらすものであり、相互の地位協

定の改定が意図されている点である。

内容の点で特徴があるのは、防衛科学技術合

意の中で、第６条で研究のために派遣される研

究者が、地位協定の適用を受けるとされている

点と、第７条で、これらの技術協力において、

知的財産権が発生した場合の権限付与と権利保

護に関するルールが規定されていることが挙げ

られる。

Ｄ軍事演習合意と環境条項

軍事演習合意には、「シャルウォーター湾軍事

演習地域と付属保管施設に関する利用合意」と

その後の改正、および、「陸軍オーキイ航空セン

ターにおけるシンガポール空軍ヘリコプター飛

行中隊の設置に関する合意」との２種類がある。

これらの合意の中で特に注目すべきは、環境条

項である。
Ｂ地位協定

シンガポール地位協定の構成形式も、マレー

シア地位協定と同じく、実体規定は付属文書に

おかれている。マレーシアのものと比較すると、

付属文書がＩ「権利と施設｣、Ⅱ「軍の地位｣、

Ⅲ「請求に関する紛争解決」と３部構成になっ

ていることと、規定がより詳細である点に特徴

がある。

さらに、協定本文の第１.e・項において、シン

ガポール軍のオーストラリアへの派遣について、

４箇所のオーストラリア軍基地・演習場が掲げ

られている点も、特色として挙げられよう。こ

れは、本交換公文が締結された時点から、シン

ガポール軍によるオーストラリア国内での軍事

１シャルウォーター湾軍事演習地域に関

する合意

まず、シャルウォーター湾軍事演習地域に関

する合意の第１の特徴は、演習内容に関する詳

細な規定がなされていることにある。シンガポ

ール空軍は同軍事演習地域で単独の演習を、１９９５

年から1999年の間に行うことができ（第２条)、

毎年８月から12月までの期間において45日以下

の演習期間が割り当てられる（第３条）などの

基本的な内容にはじまり、規則レベルの規定ま

でが織り込まれているのである。

本合意の第２の特徴は、第５条の「環境配慮」
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なものでなければならず、同国防省は、この評

価に基づく承認あるいは必要な変更を、演習開

始の３ヶ月前までに、シンガポール空軍に通知

する義務を負うと規定された点である。ここで

は、外国軍隊の軍事演習に対する環境影響評価

システムが、明確に定立されている。

第２は、第５条第２項において、元の規定で

はシンガポール空軍が環境回復措置等に関する

単独の決定権を持っていたのに対して、今回の

改正では、オーストラリア国防省が、環境回復

措置等の内容を決定することに変更されている

点である。これは、環境回復措置に関する内容

を受入国が決定し、派遣国側がその回復措置の

実施に責任を負うという、より厳しい体制に移

行したことを示すものである。

条項にある。本条は、次のように規定している。

「１．両当事国は、本演習地域が環境の面で影響

を受けやすい地域であり、かつ、本演習地域へ

のアクセスと利用が、環境上および気象上の条

件により制約されることがあることを認識して

いる。シンガポール空軍が演習を行う前の、ま

たは、演習時における気象または環境上の諸条

件により、演習の中止や、オーストラリア軍に

より指定された期間の短縮、または、事前にオ

ーストラリア軍によりシンガポール空軍に対し

て勧告された条件に加えて新たな条件を課す要

請がなされる場合があり、そのような要請がな

された場合には、シンガポール空軍はこれに従

う義務を負う。

２．オーストラリア軍とシンガポール空軍は、

シンガポール空軍が本訓練地域で訓練を行う各

期間の前後に、必要な環境回復措置と同空軍の

訓練の結果生じたその他の損害を調査する目的

で、共同して同訓練地域の検査を行う義務を負

う。シンガポール空軍は、環境回復措置と、シ

ンガポール空軍による同様の訓練がなされた後

に回復されるべき状態と同じレベルにまで同訓

練地域を修復するためのその他の措置を決定す

る義務を負う。シンガポール政府は、地位協定

において該当する条項の規定にかかわらず、第

15条［財政］の規定に基づいて、このような措

置およびその他の修復のために必要な費用を負

担する責任を負う｣。

ここでは、①軍事演習地域の環境保護のため

に、当初計画された演習について、なんらかの

制約が課せられ、場合によっては中止されうる

こと、②演習の前後に、両軍により環境被害等

を特定するための環境監査がなされること、お

よび、③具体的な環境回復措置の決定と費用負

担は、シンガポール側にあること、が明らかに

されている。

なお、2000年には、本訓練合意の期間延長に

伴う全面的な改正がなされたが、環境配慮条項

に関しても、２つの変更が行われている。その

第１は、第３条第９項において、シンガポール

空軍が作成する「演習計画の概要」は、オース

トラリア国防省がこの訓練のもたらす当該地域

に対する環境影響評価を行えるように十分詳細

陸軍オーキイ航空センターにおけるシ

ンガポール空軍ヘリコプター飛行中隊

の設置に関する合意

２ 

最後に、陸軍オーキイ航空センターにおける

シンガポール空軍ヘリコプター飛行中隊の設置

に関する合意において、環境問題に関する規定

があるので、紹介しておきたい。

本合意の第５条第９項は、ヘリコプター訓練

による騒音に関する請求について、地位協定に

おける請求規定に対する特別規定となっている。

すなわち、①シンガポール軍のヘリコプター訓

練により生じた騒音に関する損害賠償請求につ

いては、オーストラリア軍が対処する責任を負

い、②このような請求は、オーストラリア軍に

対する請求がなされる場合と同様に扱われなけ

ればならず、③シンガポール軍は、同様の請求

がオーストラリア軍に対してなされた場合と同

じ限度で、このような請求に関する和解のため

の費用を支払う義務を負い、①このような請求

に対処する必要がある場合には、シンガポール

空軍は十分に協力する義務を負うが、⑤このよ

うな和解がシンガポール空軍に対して協議され

ることなく決定されることはない、というもの

である。

この合意の内容をみると、地元住民からシン

ガポール空軍による騒音被害に関する賠償請求
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がなされた場合には、オーストラリア軍が主に

対処する一方で、その賠償額や和解内容につい

ては、シンガポール空軍は、オーストラリア軍

により同様の被害が生じたのと同じ程度まで責

任を負うという、バランスの取れたシステムが

構築されたことがわかる。

業務が利用できないと判断し、受入国が派遣国

の構成員のために適切な銀行業務を提供する準

備がなく、あるいは、合理的な期間内にこれを

提供することができないと示唆した場合には、

当該地域の派遣国構成員は、派遣国により銀行

サービスの提供を受けることができるとする規

定があることである。第４は、付属文書に様々

な特別規定がある中で、特に、第１条において、

オーストラリア軍から派遣された軍人の待遇と

命令系統における地位が、原則的に、パプア・

ニュー・ギニア軍の同階級の者と等しく扱われ

るとする規定があることである。このような平

等規定があえて置かれた背景には、信託統治か

ら独立して２年という歴史的事情があるものと

推察される。

Ⅵパプア・ニュー・ギニア

1975年にパプア・ニュー・ギニアがオースト

ラリアの信託統治から独立して以来、オースト

ラリアは、同国と財政援助に関する特別協定を

結び、毎年多額の資金援助を行ってきた。オー

ストラリアとパプア・ニュー・ギニア間相互地

位協定と覚書'8)は、同国の独立から２年後の1977

年に締結されている。

本地位協定には、様々な特徴があるが、その

中で顕著なものだけに限って紹介したい。まず、

3つの形式的特徴が指摘できる。その第１は、本

地位協定が、両国において相手国側の軍隊に対

して適用されるという相互地位協定の形式をと

っていることである。第２は、協定本文は相互

適用されるものの、「パプア・ニュー・ギニアに

おけるオーストラリア軍派遣軍人に関する特別

条項」という付属文書により、非相互的要素が

加わっていることである。第３は、覚書として、

本協定がパプア・ニュー・ギニア議会で承認さ

れなかった場合には、正式の書面による破棄要

件によらずに、承認がなされなかった時点で破

棄されたものとみなされるという特別合意がな

されている点である。

また、実体規定については、次の４つの特徴

を指摘しうる。第１は、協定本文第４条第15項

において、派遣軍の構成員、軍属、扶養家族が

受入国で拘禁刑を受けた場合、当人と派遣国機

関とにより、自国で服役したいとの要請があっ

た場合には、受入国当局は、これに十分な配慮

を行うという規定が見られることである。第２

は、協定本文第12条第７項で、受入国による派

遣国軍の構成員、軍属、および扶養家族に対す

る国外退去要請権とその手続が規定されている

点である。第３は、協定本文第21条において、

派遣国が受入国の当該地域において適切な銀行

Ⅶ米国

Ａ概説

すでに安全保障条約の枠組みについて述べた

とおり、オーストラリアの安全保障政策で中心

的役割を果たしているのはアンザス条約であり、

米国との同盟関係である。また、米国にとって

も、第二次世界大戦以来の親密な同盟関係を維

持し、かつ、南半球をカバーする通信網を維持

することには、その世界的軍事戦略を機能させ

るうえで、大きな利益がある。このため、オー

ストラリアが締結している地位協定に関する合

意が一番多い相手国は、米国である。

本稿の冒頭では、オーストラリアでは、法的

意味での「地位協定問題」は存在しないと述べ

た。しかしながら、米国との地位協定に関する

問題が、過去において全く存在しなかったわけ

ではない。これは、以下でみるように、米国が

オーストラリアに設置した軍事情報通信施設に

関する合意において、当初、米国の排他的管理

権を規定した条項が存在したためである。オー

ストラリア政府は、国内からの批判を受け、以

後、多大なる防衛協力と外交努力によって当該

合意の改定に成功し、これを共同管理体制に持

ち込んでいる。国内には、いまだ、この共同管

理体制が形式的なものにすぎないとする批判も
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ある。しかし、当該合意の内容を平等化し、か

つ、同国がこれら通信施設から多大な情報関連

の利益を受けていることを考えると、この外交

努力の成果は大きいものであったといえる'9)。

オーストラリアと米国の間には、第二次世界

大戦時における戦時協力合意やその精算に関す

る交換公文などが、多数存在した。これらの中

には、確かにオーストラリアにおける米軍の地

位に関係するものもあるが、あくまでも戦時協

定とその後の処理に関するものであるため、日

米地位協定との比較には適していない。このた

め、以下では、1963年に正式に地位協定が締結

された後の地位協定と、地位協定に関する個別

合意について検討していく。なお、ここで検討

する個別の合意は、地位協定に関連するものに

限定されており、軍事関連のすべての合意を対

象としているわけではない。

有物に関する免税措置｣、第10条「軍の売店等に

対する免税措置｣、第11条「米軍の郵便システ

ム｣、第12条「請求権｣、第13条「両国間合意の

締結に伴う米国の両国法令の遵守・調査義務に

関する暫定措置｣、第14条「運転免許・自動車表

示・自動車登録｣、第15条「米国軍が雇用する地

元市民に対するオーストラリア民事労働法の遵

守義務｣、第16条「為替規定｣、第17条「両国国

旗の掲揚｣、第18条「米国軍人の軍服以外の着

用｣、第19条「銃器の携帯｣、第20条「米国の軍

事警察｣、第21条「オーストラリアによる米国お

よびその構成員に対する求償規定｣、第22条「特

権濫用の防止｣、第23条「公共施設・サービスの

利用｣、第24条「本協定の効力・破棄｣。

本地位協定における実体的規定の特徴は、

①第２条第７項において、他のいくつかの協定

にもみられる国外退去条項が挿入されているこ

と、②第１５条で、米国軍がオーストラリア市民

を雇用する場合には、オーストラリア軍が市民

を雇用するのと同じ方法により、オーストラリ

ア民事労働法の要件を遵守する義務があると規

定していること、③第20条第３項で、「米国政府

は、両当事国の関係機関の適切な協議を経た後、

米国軍が利用し、占有する建物、建物の一部、

その他の構造物において、米国軍司令官により

許可された者だけが入ることのできる部分を特

定する権利を有する。米国軍は、このように指

定された部分に関する内部的保安に関して責任

を負う」という限定された範囲での管理権条項

が存在することである。

Ｂ地位協定

オーストラリア・米国間地位協定および議定

書は、1963年に署名され、発効している20)。本

協定は、前文で示されているとおり、アンザス

条約の枠組に基づいて、オーストラリアにおけ

る米軍の地位を規定した合意である。

この地位協定の形式的特徴は、①本合意が、

協定本文、議定書、および本文解釈に関する議

事録（Agr℃edMinutesoflntelpretation）の３つ

の部分から構成され、②議定書において、将来、

両当事国において相互に適用される地位協定を

締結することが合意されている点である。しか

しながら、議定書に調われているような相互適

用のために１本化した地位協定は、現在まで締

結されていない。

協定本文は、条文に表題こそつけられていな

いものの、以下の内容により構成されている。

第１条「定義｣、第２条「出入国関係｣、第３条

｢条約関係｣、第４条「自動車に関する免税｣、第

５条「日用品に関する免税｣、第６条「所得税・

相続税等の免除｣、第７条「米国軍構成員・軍

属・扶養家族がオーストラリアに存在すること

に伴い租税紛争が生じた場合の住所・本籍の解

釈｣、第８条「司法管轄｣、第９条「米国政府所

Ｃ軍事情報通信施設に関する諸合意

オーストラリアと米国の同盟関係は、共同軍

事作戦の実施や演習のみならず、オーストラリ

ア領土に複数存在する米国の軍事情報通信施設

によっても支えられている。これらの施設には、

ミサイル攻撃に対する早期警戒や、インド洋や

西太平洋の船舶の航行を監視する役割が課せら

れていると言われている。もちろん、これらの

施設は、オーストラリアの通信・`情報収集能力

の向上にも貢献している。

当初、これらの施設に関する合意の一部には、
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米国が単独で管理権をもつとの規定が存在して

いた。オーストラリア政府は、これらの軍事情

報〕､傭施設を共同管理体制に移行させるための

外交努力を継続して、ついに、この櫛理権問題

を「正常化」することに成功したのである。以

下では、当初、米国の管理権が規定されていた

海軍通信基地と、共同管理がはじめから規定さ

れていた施設とに分けて、分析を行う。

る。それ以後は、－当蛎国が相手国に対して、

裸而による解除通知を当該解除の1801]前までに

通ｸ<Ⅱして解除される場合を除き、引き続き継続

されることになる。

本合意に関する最初の改正は、1968年７月１２

日の交換公文22)によりなされたが、これは第１５

条におけるオーストラリア側の担当機関が国防

省から海軍省に変更されたという部局変更に伴

うものであり、管理権とはii駈接関係のない改正

であった。

鋪２の改正は、1974年３月21日の交換公文23〕

によるものであり、ここで、管理権に関する３

つの条文の改正が合意されている。まず、第１

条の'二Ｉ的条項において、元の合意で、「Ｚ旗合意に

おいて定められた条件に関しては、合衆国政府

は、西オーストラリア州のノース・ウエスト・

ケープにおいて海軍通信基地（木合意において

以下、「基地」という）を建設、維持、運営する

権利を有する」と規定されていたのに続いて、

｢本基地は、両国政府の軍の共同施設として運営

されなければならない」との文言が追加された。

次に、管理権を直接規定している第２条の後段

が、「この目的のために取得された全ての不動産

の椛原はオーストラリア政府に帰属するが、本

合意において合意した期１１Mにおいては、第１条

と第４条の規定にしたがって、米国政府が当該

不動産に対して必要とするすべてのアクセス権、

および排他的利用権と占有権とをもつ」として、

特に改正された１条に言及することにより、共

lT1施設であるという枠組みを確保している。最

後の改｣'二１１Ｆ１所は、第14条である。元の合意にお

いては、原則として当該基地の建設、維持、運

営に関する費用は米国の負１１１であり、オースト

ラリアは軍により当該基地を利川した場合にの

み、その費用を米国側に支払う義務を負ってい

た。しかし、本改正により、当該基地が共同施

設へと移行されたことにより、この建設、維持、

運営に|AIする費用についても、オーストラリア

政府がItl1玉|軍のために面接的に利用する分に関

しては、オーストラリア政府の負担となった。

このように、管理権に関する問題は、同基地が

共同施設へと移行したことにより、一定の改善

がなされたことになる。

１海軍通信基地に関する諸合意

まず、般初の合意は、1963年の「オーストラ

リア・米国間のオーストラリアにおける米国海

軍通信基地の設置に関する合意｣２１)であり、本合

意に基づき、ノース・ウエスト・ケープ通信基

地が1967年９月に開設された。本ＪｉＬ地は、米国

の世界通信システムにリンクし、特に米国の核

原潜との迩絡を取る役割を染たしていると言わ

れている。

本合意の特徴は、その管理権の規定にある。

まず、第２条において、「オーストラリア政府は

本基地のために必要な不動産を取得するものと

する。この目的のために取得された全ての不動

産の権原はオーストラリア政府にﾘⅡ}属するが、

本合意において合意した)9]間においては、米国

政府が当該不助産に対して必要となるすべての

アクセス権、および排他的利用権と占有権とを

もつ」と規定されている。これに対して、第３条

において「(1)両国政府は、当該基地とその利用

に関する覗項について､､相手国政府の要請によ

り、適宜協識を行う。(2)オーストラリア政府の

明示の合意なしに、当該基地は防衛通信以外の

目的のために利用されてはならず、かつ、オー

ストラリア政府により指定された適切な機関が、

当該基地に対して･何時でもアクセスする権利を

もつ」と規定し、第２条の米国による包括的管

理権に対して、一定の．歯止めが規定されている。

また、第13条において、「当該埜地において米国

国旗が掲揚される場合には、II1lllllilの隣接するポ

ールにオーストラリア国旗が掲暢されなければ

ならない」と規定して、主権の存在を明示する

形がとられている。なお、本合意の有効期間は、

第16条第２項において、２５年間と定められてい
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しかし、オーストラリア政府は、さらにこれ

までの改正が交換公文で行われたことを気にか

けてか、第３回の改正、すなわち1982年１１月２４

日の交換公文別)において、これらの交換公文が

正式な合意を構成するものであるとの確認を行

っている。

そして、ついに1992年５月８日の交換公文に

おいて、この基地をオーストラリアの海軍基地

へと移行する改正に成功したのである25)。すな

わち当該基地が、オーストラリアにおける両国

海軍通信基地であることを明確にする諸改正を

行なったのち、第15条第２項を次のように改正

したのである。「本合意は、1999年５月８日まで

有効とする。その時点で、当該基地はオースト

ラリア海軍通信基地となる。これ以降も、米国

政府は、両国政府で合意された条件に従って当

該基地に対してアクセスする権利が保障される

とともに、これを利用することができる｣。この

改正により、オーストラリアにおいて外国軍隊

により利用されている基地は、すべてオースト

ラリアの基地であるという原則が例外なく貫徹

されることとなった。しかしながら、この外交

目標の達成には、冷戦の終結もあるものの、３０

年余の時間を要したのである。

間の利用と以後解除されるまで継続するという

内容の交換公文27)が交されている。

また、1988年にオーストラリア政府の要望に

より、当該施設の呼称から「宇宙調査」という文

言を外し、パイン・ギャップという地名を正式

名称の中に含めるとの要望が出されて、それに

伴う改正が交換公文の形式で合意されている281。

この改正により、本合意の正式名称は、「オース

トラリア・米国間のパイン・ギャップ共同防衛

施設の設置に関する合意」となり、第１条にお

ける「宇宙空間における一般的な情報調査のた

めの施設」という文言が削除され、これに代っ

て「情報目的（intelligencepumoses）のための

共同防衛施設」という用語に置き換えられるな

どの改正がなされた。また、本合意が10年間延

長されることも合意されている。

さらに３度目の延長合意をなす交換公文が1998

年６月４日に交わされ、1998年11月１６日から１０

年間延長され、以後解除されるまで継続される

と合意されているが、本合意が効力をもったの

は2000年８月18日以後である291。

ｂナランガ基地

もうひとつの軍事情報通信施設が、1969年の

｢オーストラリア・米国間の共同防衛宇宙通信基

地設置に関する合意（ナランガ)｣釦)により設置

されたナランガ基地である。このナランガ基地

は、1971年から稼働され、米国通信衛星による

早期警戒システムに対応する地上基地として用

いられていると言われている。

本合意では、まず前文において、アンザス条

約に基づく両国の防衛のために、共同防衛宇宙

通信施設が、オーストラリアに設置されるとい

う目的が謡われている。そして、第２条におい

て、当該施設は、両国政府機関によって共同管

理され、この基地からもたらされる情報は、両

国政府のために利用されるものと規定されてい

る。このため、本合意に関しては、当初から管

理権の問題は存在していない。なお、本合意の

有効期間は、第18条において10年間とされ、そ

の後は破棄されるまで存続すると規定されてい

る。

２その他の軍事情報通信施設に関する合意

ａパイン・ギャップ施設

オーストラリアには、上記の海軍通信基地に

加え、米国との合意により設置された２つの軍

事情報通信施設が存在している。そのうちのひ

とつがパイン・ギャップ施設であり、1966年１２

月９日の「オーストラリア・米国間の共同防衛

宇宙調査施設の設置に関する合意（パイン・ギ

ャップ)｣錘)に基づいて設置された。このパイン・

ギャップ施設は1969年に開設され、過去におい

ては、１日ソビエトの核ミサイル実験のモニタリ

ングなどに、重要な役割を果たしたとされてい

る。この施設は、第３条において、当初から、両

国により共同管理がなされると規定されている。

なお、本合意が10年間の有効期間を設定して

いたことから、1977年10月19日に、改めて10年
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めに利用されるとともに、③他のオーストラリ

アの基地からのデータと合わせてオーストラリ

アの地質学に関する有益な情報を提供するため

に用いられるが、④本基地の運営により収集さ

れた情報は機密情報とはされず、⑤これらの情

報はオーストラリアの科学研究者、および、オ

ーストラリアの行政機関に所属し、当該情報を

法的に問題なく必要とする者にとって、利用可

能なものとし、また、⑥当該基地の運営に支障

をきたさない限りで、これらの者によるアクセ

スを認め、さらに、⑦本基地において収集され

た情報は、その研究と分析のために、米国政府

に送付されるとしている。なお､本合意の第５条

では、この合意の実施に伴う地位協定上の調整

がなされている。本合意には、限定された有効

期間はなく、破棄の通知によってのみ、その効

力を失うものとされている。

また、この合意は1984年に交換公文により改

正されたが卸、その主たる内容は、①米国空軍

と資源エネルギー省鉱物資源局が米国側の担当

部局となること、および、②本基地に関する一

般市民への主要な情報公開は、発表前にこれら

の担当部局による協議を経てから行われるもの

とする、というものであった。

なお、これらとは別に、第３の合意として、

オーストラリアで行われたオーストラリア・米

国・英国との間で締結された「ロケット大気圏

再突入実験（スパルタ・プロジェクト）に関す

る1966年の覚書｣露〕があり、これに関する米国と

オーストラリアの交換公文において、オースト

ラリア・米国間の地位協定における請求条項に

対する特別規定が置かれている。

なお、本合意は、1988年11月16日の交換公文

により改正され３１)、前述のパイン・ギャップ施

設と同様の呼称等の改正がなされるとともに、

当該基地の目的にも一定の制限が付与されてい

る。すなわち、本交換公文では､①当該施設の呼

称から「宇宙調査」という文言を外し、ナラン

ガという地名を正式名称の中に含めること、②

前文および第１条における本施設の目的として、

｢弾道ミサイルの早期警戒およびミサイルの発射、

監視および核兵器の爆発に関連するその他の

情報を提供すること」という文言が明記され、

③第１条に、「当該施設はオーストラリア政府の

明示的合意によらなければ、他の目的のために

利用することはできない」という文言が付加さ

れ、④元の合意で用いられていた「基地（sta‐

tion)」という用語に代り、「施設（facility)」と

いう文言を用いることとされ、さらに､③本合意

は、本改正から10年間延長され、破棄されるま

で有効なものとされるとの改正がなされたので

ある。

Ｄ地位協定の改正に該当する科学技術関連合意

オーストラリアと米国との間には、次の３つ

の科学技術関連の交換公文が存在する。なお、

最初の２つの合意においては、米国の担当機関

が空軍であることから、これに伴う地位協定の

改正がなされた。

まず､第１の合意は、1977年の「オーストラリ

ア・米国間の太陽観察施設の設置、維持および

管理に関する交換公文｣32)である。本合意の第３

条では、本施設により収集された観察および科

学データは、機密情報ではなく、また、当該施

設の運営の妨げにならない限りにおいて、科学

技術コミュニティによるアクセスも認められる

と規定されている。

第２の合意は、1978年の「オーストラリア・

米国間の地質学および地球物理学研究のため

のアリス・スプリングス共同研究基地に関する

交換公文｣鋼)である。この合意では、①本基地の

目的は、地震に関する情報を収集するもので、

②この地震情報は、地下核実験に関する諸合意

が遵守されているか否かをモニタリングするた

Ｅその他の合意

以下、地位協定に関連するその他の合意につ

いて、個別に概観していく。

まず第１に、軍事演習に関する合意として、

1976年の「オーストラリア陸軍・アメリカ陸軍

の共同軍事演習に関する覚薔｣鋼)をあげることが

できる。この第10条「地位」において、オース

トラリアにおける米国陸軍の地位が、地位協定

に基づくものであるという規定がなされている。
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第２のものは、1981年の「オーストラリア・

米国間のオーストラリア空軍ダーウィン基地に

おける米国空軍Ｂ-52戦闘機とこれに伴うＫＣ-

135空中給油機の訓練に関する交換公文｣37)であ

り、この演習に対して地位協定が適用されると

の規定がある。

第３のものは、1992年の「オーストラリア・

米国間の電子戦争担当官に関するオーストラリ

ア国防省と米国国防総省間での交換合意｣鯛)であ

り、これらの担当官にも地位協定が適用される

との規定が、第７条にある。

第４のものは、1995年の「オーストラリア・

米国間の相互防衛協力に関する交換公文（シャ

ポー防衛合意)｣麹)であり、これにより地位協定

が大改正された。この中で特に注目されるのは、

請求条項の改正と、情報に関する取扱条項が組

み込まれ、一般的協定条項とされた点である。

一ストラリアの内政と外交・防衛政策」（日本評

論社、1993年)、カミレル・』（小林宏訳）「オー

ストラリアの外交政策」（勁草書房、1987年)、

佐島直子「冷戦の終焉と地域主義への転換一

ANZUSの場合一」国防43巻４号85頁（1994年)、

佐島直子「五カ国防衛取極の今日的意義」外交

時報1322号４頁（1995年)、佐島直子「何故、協

定は結ばれたか－豪州・インドネシア安保協定

成立までの軌跡一」外交時報1333号50頁（1996

年)、佐島直子「変容するANZUS同盟一「南北

の錨」の将来を探る」国際問題446号22頁（1997

年)、佐島直子「東アジア・太平洋地域の戦略環

境と同盟関係一日豪の比較を中心に－」専修大

学社会科学研究所月報461号１頁（2001年)、福

嶋輝彦「戦後オーストラリアの外交国防政策の

展開」泉昌一他編「冷戦後アジア環太平洋の国

際関係一安全保障の視覚から－」153頁（三嶺

書房、1999年)、福嶋輝彦「アジア太平洋地域

に対する今日のオーストラリア外交」歴史地理

教育613号22頁（2000年)。また、オーストラリ

ア全般に関する論考としては、以下の文献を参

照した。川口浩・渡辺昭夫編「太平洋国家オー

ストラリア」（東京大学出版会、1988年)、関根

政美他「概説オーストラリア史」（有斐閣、１９８８

年)。また､本稿では､次の英語文献を参照した。

RIcHARDW､BAKER（ED.),nEANZUSSTATEs 

ANDTHEIRREGIoN:REGIoNALPoLIcIEsoFAus 

TRAL1A,NEwZEALAND,ANDTHEUNITEDSTylTEs 

（PRAEGER,1994);DEsBAIL,ASumIBIEPIEcEoF 

REALEsrATE:AMERICANINsn4LLATIoNsINAus 

TRAuA（HAlE＆IREMoNGER,SYDNEY,1980);JoIEv 

CoNNoRET・ＡＬ,ＴＹＩＥＯ)⑪oRDCoMPANIoNTDAus

TRALIANMILlTARYHIsToRY（OxFoRDUNIvERsITY 

PREss，1995）；THoMAsPDuRELLYouNqAus‐ 

TRALIAN,NEwZEALAND,ANDUNITEDSIvYTEsSEcu 

RITYRELArloNs,1951-1986（WEsTvIEwPREss， 

1992)． 

3）日米地位協定とその法的諸問題については、す

でに多くの研究がなされている。この領域に関

する代表的著作としては、明田川融「日米行政

協定の政治史：日米地位協定研究序説」（法政大

学出版局、1999年)、地位協定研究会「日米地

位協定逐条批判」（新日本出版社、1997年)、お

よび本間浩「在日米軍地位協定」（日本評論社、

1996年）が挙げられる。また、在日米軍基地に

関する法的問題を包括的に論じるものとしては、

浦田賢治編著「沖縄米軍基地法の現在」（一粒

Ⅷニュージーランド

オーストラリアとニュージーランドとの間で

は、実際に地位協定の締結交渉が行なわれる以

前から、多くの合意やアレンジメントが存在し

ていた。このため、地位協定そのものがなくと

も、実質的に大きな問題が生じることはない。

これらのうち、公表されている合意としては、

1997年発効の空軍協力増進合意がある４０)。

地位協定の締結は、かつて1980年代に提案さ

れたが、そのときは実現しなかった。現在、２国

間における地位協定は、オーストラリア側では

署名され、議会の審議も終了している。ニュー

ジーランド側でも1998年に国防大臣による署名

はなされており、本来は1999年に成立する予定

であった。しかし、ニュージーランド側の議会

審議や国内法整備の遅れから、いまだ発効して

いない。

注

1）筆者が瞥見した限りでは、公開された日本語論

文において、オーストラリアの地位協定を分析

した法律論文は存在しない。

２）本稿では、オーストラリアの外交防衛政策につ

いては、以下の論考を参照した。岩本祐二郎吋
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1954),EntryintofbrcefbrAustraliagenemany： 

１９Ｆとbruaryl955,AushPalianTreatySeriesl955

No3， 

８）FivePowerDefenceArlangements:Exchangeof 

NotesconstitutinganAgl･eementbetweenthe 

GovemmentofAushPa1iaandtheGovem-mentof 

MalaysiaregardingExtemalDefence（Kuala 

Lumpur,lDecemberl971)，Retrospectively 

entlyintofOrce:lNovemberl971;EXchangeof 

NotesconstitutinganAgreementbetweenthe 

GovemmentofAustraliaandtheGovemmentof 

theRepublicofSingaporeregardmgExtemal 

Defence（Singapore，lDecemberl971）， 

Retrospectiveentryintoforce：lNovember 

l971,AustralianTreatySeriesl971No2L 

９）AgreementbetweentheGovemmentof 

AustraliaandtheGovemmentoftheRepubncof 

lndonesiaonMaintainingSecurity（Jakarta,l8 

Decemberl995),Entryintoibme:l5Julyl996， 

AustralianTreatySeriesl996No13. 

10）Defence（VisitingForces）Act1963-1973. 

11）AgreementbetweentheGovemmentof 

AustTaliaandtheGovemmentofMalaysiacon‐ 

cemmgtheStatusofFbrces（KualaI1｣mpur,３ 

Febmaryl997),EntryintofOrce:２２July1999, 

AustraliannPeatySeriesl999No14. 

12）ExchangeofNotesconstitutingaStatusof 

FbrcesAgreementbetweentheGovemmentof 

AustraliaandtheGovemmentoftheRepublicof 

Singapore（Singapore,１０Februa-ryl988)， 

EntryintofOrce：l0Febmalyl988,Australian 

TreatySeriesl988N０６． 

１３）AgreementbetweentheGovernmentof 

AushPaliaandtheGovemmentoftheRepUblicof 

SmgaporefOrCooperationinDefenceScience 

andTechnology（Canberra,２４Marchl993)， 

EntryintofOrce：２４Marchl993,Australian 

TYPeatySeriesl993Nol4. 

14）AgreementbetweentheGovernmentof 

AustraliaandtheGovemmentoftheRepubUcof 

SingaporeconcemingtheＵｓｅｏｆＳｈｏａｌｗａｔｅｒ 

ＢａｙＴｒａｍｉｎｇＡｒｅａａndtheAssociatedUseof 

StorageFacilitiesinAustralia（Singapore,１７ 

Februalyl995),EntryintofOrce:l7February 

l995,AustralianTiPeatySeriesl995Nol4. 

15）AgreementbetweentheGovemmentof 

AustraliaandtheGovemmentoftheRepublicof 

社、2000年)、日本弁護士連合会縄「日本の安

全保障と基地問題一平和のうちに生きる権利ｊ

（明石轡店、1998年）がある。

４）ニュージーランドは、後述するように、リベラ

ルな国防政策を貫徹して米国と対立したため、

事実上、米国と強固な軍事同盟関係にはなく、

リムバックにも参加していない。このため、同

国は、兄弟国たるオーストラリアの支援なしに

は、現実的な軍事技術力を保持できない状態に

追い込まれている。ただし、産経新聞特別取材

班「エシュロンーアメリカの世界支配と情報戦

略」（角川oneテーマ21,2001年）（以下、『エシ

ュロン｣）によれば、ニュージーランドは、エシ

ュロンの基盤となるUKUSA協定（米・英・カ

ナダ・オーストラリア・ニュージーランドによ

る国際情報活動に関する秘密協定）においても、

－度は形式的地位のみを保持する状態に追い込

まれたが、1990年代初期には、日本などから発

せられる太平洋上の民間衛星通信を傍受するた

めのエシュロン拠点（ワイホパイ基地）が同国

に建設されるなど、同盟上の地位が向上した側

面があることが示唆されている。同轡139-140

頁。なお、ニュージーランド政府は、日本の外

交暗号「JAD」を傍受していたとされる。同書
159-161頁、182頁。

５）ここで、「公開されている」との限定を付したの

は、地位協定に関する文瞥が十分に公開されて

いないためである。オーストラリア憲法は、第

６１条が条約締結権限を行政権に付与する一方で、

議会の条約に関する権限については、第51条に

国内法化する規定があるものの、条約に関する

審査権限は明記されていない。このため、１９９６

年に、条約締結過程に関する改革がなされるま

では、条約締結関連事項は行政の専管事項であ

り、議会において十分な審議がなされてこなか

った。また、この1996年の改革により、協定そ

のものや基本的な付属合意は公開されたものの、

これよりも下位レベルの合意については、議会

への報告義務も存在しないため、公開されてい

ない。

６）SecurityT1reatybetweenAustrana,NewZealand 

andtheUnitedStatesofAmerica[ANZUS](San 

Francisco,１Septemberl951),Entryintofbrce 

generally:２９Aprill952,AustralianTreaty 

Seriesl952N０２． 

７）SoutheastAsiaCollectiveDefenseTreaty 

［SEATO],andProtocol（Manila,８September 
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SingaporefortheReciprocalProtectionof 

ClassifiedInfbmlationtransmittedbetweenthe 

AustralianDepartmentofDefenceandthe 

SmgaporeMinistryofDefence（Canberra,１５ 

octoberl996),Entryintofbrce:５June1997, 

AustralianTreatySeliesl997No､18. 

16）AgreementbetweentheGovernmentoｆ 

Ａｕｓ灯aliaandtheGovernmentoftheRepublicof

SingaporeconcerningtheLocationofaRSAF 

［RepublicofSingaporeAirForce］Helicopter 
SquadronattheArmyAviationCentreOakey 

［Queensland](Camberra,２１０ctoberl996L 

EntlyintofOrce：l9Novemberl997,AusIralian 

TreatySeriesl997N0.25. 

17）AgreementbetweentheGovernmentof 

AustraliaandtheGovemmentoftheRepublicof 

SingaporeconcerningtｈｅＵｓｅｏｆＳｈｏａｌｗａｔｅｒ 

ＢａｙＴｍｉｎｍｇＡｒｅａandtheAssociatedUseof 

StorageFacilitiesinAustralia（Singapore,l5 

Septemberl999),Entryintofbrce:l7January 

2000,AustralianTreatySeries2000N０．７． 

１８）AgreementbetweenAustraliaandPapuaNew 
GuinearegardingtheStatusofForcesofeach 

StateintheTerritoryoftheotherState,and 

AgreedMinute（PortMoresby,２６January 

l977），Entryintoforce:２６Januaryl977， 
AustralianTreatySeriesl977N０６． 

１９）本稿で考察の対象となる米国の軍事情報通信施

設の役割の詳細は不明であり、法学者である筆

者には、それを究明しようとする動機も、調査

技術もない。だが、前掲「エシュロン」によれ

ば、エシュロン運営の基盤となる秘密条約

「UKUSA協約」の存在を当事国政府として初め

て認めたのは、オーストラリアであるとされて

いる。同書136頁。

なお、「エシュロン」では、「米軍三沢基地内

にエシュロン施設が設置されていることが確実

視されており、この施設が日本の民間通信を傍

受しているとの疑念が浮上しているのにも関わ

らず、日本政府は「これらの施設はあくまでも

米軍のものであり、使用目的も不明」とまるで

他人事のような見解しか示しておらず、このこ

とが日本国内での情報の混乱や無関心などを招

く形にもなっている」（同書176頁）との問題指

摘がなされている。この指摘自体は正しいもの

の、この問題を解決するためには、まず日米地

位協定における第３条の排他的使用権等の改定

がなされることが不可欠である。しかし、第２

次世界大戦以来の同盟国で、当初から米国と対

等な地位協定をもち、米国の主たるアジアにお

ける海外派兵にも自国軍隊を派過してきたアン

グロサクソン国家オーストラリアにとっても、

本稿で示したように、これらの軍事情報通信施

設における米国の排他的管轄権を共同管轄に持

ち込むには、多大な外交努力を要したことも考

慮されなければならない。もちろん、この問題

を米国との交渉テーブルにのせるためには、わ

が国において同盟国から信頼される防衛情報関

連機関（米国で言えばCIA，ＮＳＡ，DISA等に対

応する諸機関）の設立が条件となろうが、国会

で十分に検討されるまでに至ってないのが現状

である。

20）AgreementbetweentheGovenmentofthe 

CommonwealthofAustraliaandtheGovem 

mentoftheUnitedStatesofAmericaconceming 

theStatusofUnitedStatesFbrcesmAustralia， 

andProtocol（Canberra,9Mayl963LEntry 

intoibrce:９Ｍａｙ1963,AustralianTreatySelies 
l963Nol0. 

21）AgreementbetweentheGovemmentofthe 

CommonwealthofAustraliaandtheGovem‐ 

mentoftheUnitedStatesofAmericarelatingto 
theEstablishmentofaUnitedStatesNaval 

CommunicationStationinAustralia［Ｎorth 

WestCape-ExmouthWA］（Canberra9May 
l963）［AgreedMinutesoflnterpretationof9 

Mayl963alsoreproducedhere],Entlyinto 

fOrce:２８June1963,AustralianTreatySeries 
l963No16. 

22）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 
betweentheGovemmentofAustralmandthe 

GovemmentoftheUnitedStatesofAmelicato 

amendtheAgreementrelatingtothe 

EstablishmentofaUnitedStatesNaval 

CommunicationsStationinAustraliaof9May 

l963（Canberra,１２Julyl968LRetrospective 

entlymtolbrce:１July1968,AustmianT1｢eaty 
Seriesl968No16. 

23）ExchangeofNotesconstitutjnganAgreement 
betweentheGovemmentofAustraliaandthe 

GovemmentoftheUnitedStatesofAmericafm砦

theramendingtheAgreementrelatingtothe 
EstablishmentofaUnitedStatesNaval 

CommunicationStationinAustraliaof9May 
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1963（NWCape)(Canberra,２１Marchl974L 

Entryintofbrce:l4Januaryl975,Australian 

TYCatySeriesl975No2、

24）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 

fUrtheramendingtheAgreementrelatingtothe 

establishmentofaUnitedStatesNaval 

CommunicationStationinAustraliaof9May 

l963,ａｓａｍｅｎｄｅｄ（Canberra,２４November 

l982)，Entryintoforce:２４Novemberl982， 

AuslmlianTreatySeriesl982N０２９． 

２５）EXchangeofNotesconstitutinganAgreementto 

furtheramendtheAgreementbetweenthe 

GovemmentofAust'･zB1iaandtheGovemmentof 

theUniteｄＳｔａｔｅｓｏｆＡｍｅｒｉｃａｒｅｌａｔｉｎｇｔｏｔｈｅ 

ＥstablishmentofaUnitedStatesNaval 

CommunicationStationinAustraliaof9May 

l963,asamended（NorthWestCape）（Caか

berra,８Mayl992),EntryintofOrce:８May 

l992,AustralianTreatySeriesl992No21. 

26）AgreementbetweentheGovernmentofthe 
CommonwealthofAustraliaandtheGovern‐ 

mentoftheUmtedStatesofAmericarelatingto 

theEstablishmentofaJointDefenceSpace 

Resea1℃hHlcility［PineGap,ＮＴ］（CanbelTa9 

Decemberl966LEntryintofOrce:９December 

l966,AustralianTYeatySeriesl966No17. 

27）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 

betweentheGovernmentofAushPaliaandthe 

GovernmentoftheUnitedStatesofAmerica 

amendingtheAgreementrelatingtothe 

EstablishmentofaJointDefenceSpace 

ResearchFacilityof9Decemberl966［Pine 

Gap］（CanbelTa,１９０ctoberl977LEntrymto 

fbrce:１９０ctoberl977,AustralianTreatySeries 

l977N０．２４ 

２８）EXchangeofNotesconstitutinganAgreement 

betweentheGovernmentofAustraliaandthe 

GovemmentoftheUnitedStatesofAmerica 

amendingtheAgreementontheEstablishment 

ofaJointSpaceResearchFacilityof9December 

l966,asamended［PineGap］（Canberra,l6 

Novemberl988),EntIymtofbrce:l6November 

l988,AustralianTiPea句Series1988Ｎ０３６．

２９）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 
betweentheGovernmentofAustraliaandthe 

GovemmentoftheUmtedStatesofAmericato 

IUrtherextendmfOrcetheAgreementrelating 

totheEstablishmentofaJointDefenceFacnity 

atPineGapof9December1966,ａｓａｍｅｎｄｅｄ 

（Canberra,４Junel998LEntryintofOrce:l8 

August2000,AustraliannPeatySeries2000No、

27. 

30）AgreementbetweentheGovernmentof 

AustraliaandtheGovemmentoftheUnited 

StatesofAmericaTdatingtotheEstablishment 

ofaJointDefenceSpaceCommunications 

StationinAustralia［NurmngarSA］（CanbelTPa， 

lONovemberl969），Entryintoforce：l0 

Novemberl969,AustralianTreatySeriesl969 

N０２５． 

３１）ExchangeofNotesconstitutinganAgTeement 

betweentheGovemmentofAustraliaandthe 

GovernmentoftheUnitedStatesofAmerica 

amendingtheAg1℃ementontheEstablish-ment 

ofaJointDefenceCommunicationsStationoflO 

Decemberl969［Nurrungar］（Canberra,l6 

Novemberl988),Ｅn位yintofbrce:16November

l988,AustralianTiPeatySeriesl988No37. 

32）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 

betweentheGovemmentofAustraliaandthe 

GovernmentoftheUnitedStatesofAmerica 

concemingtheEstablishmenLMaintenanceand 

Ope1aationofaSolarObsewatory（Canberra,1４ 

２７０ctoberl977),EntIyintofOrce:270ctober 

l977,AustralianT肥atySeriesl977No､25.

33）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 
betweentheGovemmentofAustraliaandthe 

GovernmentoftheUnitedStatesofAmelica 

regardingtheManagementandOperation 

oftheJointGeologicalandGeophysical 

ResearchStationatAliceSprings（Canberra,２８ 

圧bruaryl978),EntryintofOrce:２Marchl978，

AustralianTreatySeriesl978No３． 

３４）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 

betweentheGovemmentofAustmliaandthe 

GovemmentoftheUnitedStatesofAmericato 

amendtheAgreementregardingthe 

ManagementandOperationoftheJoint 

GeologicalandGeophysicalResearchStationat 

AliceSpringsof28Februaryl978（Canberra， 

l7Februaryl984),EntrymtofOrce:17圧bruary

l984,AustralianTreatySeriesl984N０９． 

３５）MemorandumofArrangementtoCoverRe 

EntryEXperimentsmAustralia-PrOjectSparta 
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（Canberra,３Marchl966),EnteredintolOrce： 

３０Marchl966,１７Ｕ・ＳＴ､350.

36）MemorandumofUnderstandingBetweenthe 

AustralianArmyandtheUnitedStatesArmy 

RegardingtheTraininｇｏｆＵｎｉｔｓＦｒｏｍＢｏｔｈ 

Ｆｂｒｃｅｓ（Washington4Novemberl976),Enter岩

edintofOrce4Novemberl976,２８ＵＳ.T､8237. 

37）ExchangeofNotesconstitutinganAgreement 
betweentheGovemmentofAustraliaandthe 

GovemmentoftheUnitedStatesofAmencafbr 

theStagingofUnitedStatesAirForceB-52 

AircraftandAssodatedKO135TankerAircraft 

throughRoyalAustralianAirForceBaseDarwin 

（Canberm,l1Marchl981),EntrymtofOrce:１１ 

Marchl981,AustmlianTreaⅣSeriesl981No9 

38）AgreementbetweentheGovemmentof 

AustraliaandtheGovernmentoftheUnited 

StatesofAmericaconcemingtheExchangeof 

ElectronicWarfareOlficersbetweenthe 

DepartmentofDefenceofAustraliaandthe 

DepartmentofDefenceoftheUnitedStatesof 

America（Washington,２６Augustl992),Entry 

intofOrce：２６August1992,AustralianTreaty 

Seliesl992N０３８． 

３９）ExchangeofNotesconstitutinganAgTeement 
betweentheGovernmentofAustraliaandthe 

GovernmentoftheUnitedStatesofAmerica 

concerningcertainMutualDefence 

Commitments(ChapeauDefenceAgreement） 

（Sydney-Canberra,lDecemberl995)，Entry 

intoibrce：lDecemberl995,AustralianTreaty 
Seriesl995No35、

40）AgreementbetweentheGovernmentof 

AustraliaandtheGovernmentofNewZealand 

concemingEnhancedlnvolvementoftheRoyal 

NewZealandAirForceSkyhawkAircraftin 

AustralianDefenceForceAirDefenceSupport 

Flying（Canberra,９０ctoberl996)，Entered 

intoforce：l3Marchl997,AustralianTreaty 

Seriesl997No､12. 
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